
第 6回「国立病院・労災病院等の在り方を考える検討会」議事次第

議 題
1 論点・課題の整理     !
2 その他

配付資料

1 独立行政法人改革に関する分科会の状況
2 第 5回検討会宿題事項
3 これまでの議論を踏まえた検討すべき事項
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行政刷新会議 独立行政法人改革に関する分科会の状況 ′

● 今般、行政届1新会議において、独立行政法人の制度 口組織の見直しに係る検
討を行うため、独立行政法人改革に関する分科会が設置された。

● 必要に応じ、特定の分野に関する調査・検討を行うため、分科会にワーキン
ググループが設置され、厚生労働省は第 2ワーキンググループに属することと
された。'これまでの分科会等のスケジュールについては以下の通り。

◎第 1回分科会 (平成23年 9月 21日 )

・第 1回 WGヒアリング (対応 :厚生労働省&独立行政法人)         ・
平成23年 10月 4日 (火)国立病院機構
平成23年 10月 5日 (水)労働者健康福祉機構

◎第 2回分科会 (平成23年 0月 28日 )

・第 2回 WGヒアリング (対応 :厚生労働省&独立行政法人)
平成23年 10月 11日 (火)労働者健康福祉機構&国立病院機構

◎第 3回分科会 (平成23年 10月 14日 )

・第 3回 WGヒアリング (対応 :厚生労働省)
平成23年 10月 17日 (月 )労働者健康福祉機構&国立病院機構

◎第4回分科会 (平成23年 10月 19日 )

◎第 5回分科会 (平成23年10月 24日 )

口第4回 WGヒアリング (対応 :厚生労働省)
平成23年 10月 26日 (水)労働者健康福祉機構&国立病院機構

◎第 6回分科会 (平成23年11月 1日)               ´

◎第 7回分科会 (平成23年 11月 9日)           .

◎第 8回分科会 (平成23年 11月 15日 )

● 第 8回分科会において、「独立行政法人改革における法人の事務・事業の特性
に応 じた類型に係る議論の整理」が議論された。       1



王曜 3年 9月 21日 第1回分科会資料

独立行政法人改革に関する分科会の設置について

平成 23年 9月 15日

行 政 刷 新 会 議

1.「行政昴1新会議の設置について」(平成 21年 9月 18日 閣議決定)5に基づ
き、独立行政法人の制度・組織の見直しに係る検討を行うため、独立行政法

人改革に関する分科会 (以下、「分科会Jという。)を設置する。

2_分科会の構成員は、議長が指名する。

3.分科会長は、構成員の中から、議長が指名する。

4.分科会長代理は、構成員の中から、分科会長が指名する。

5.分科会において配布された資料は、原lllと して、公表する。

6.分科会の議事概要を公表する。 1

7.必要に応じ、特定の分野に関する調査・検討を行うため、分科会にワーキ
ンググループを設置する。各ワーキンググルァプあ構成員は、分科会長が指

名する。

8.前各項に定めるもののほか、分科会及びワーキンググループの運営に関す
る事項その他必要なことは、分科会長が定める。         

‐

2



平成 23年 9月 21日 第 1回分科会資料

独立行政法人改革に関する分科会 構成員

分科会長   原  良也     株式会社大和証券グループ本社最高顧間

秋池 玲子     株式会社ボストンコンサルティンググループ

パートナー

逢見 直人     日本労働組合総連合会副事務局長

日本 義朗     三菱UFJリサーチ&コ ンサルティング株式会社

主席研究員

梶川  融     太陽ASG有限責任監査法人総括代表社員

菊池 哲郎     株式会社毎日新聞社顧問

高橋  進     株式会社日本総合研究所理事長

土居 丈朗     慶応義塾大学経済学部教授

富田 俊基     中央大学法学部教授

山本 隆司     東京大学法学部教授
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平成 23年 9月 21日 第 1回分科会資料

分科会の進め方について (案 )

必要な法律案の次期通常国会への提出を目指し、年内に、独立行政法人の制

度口組織の見直し案を決定するべく、概ね以下のような日程で検討を進める。

9月            '
0 独立行政法人改革の経緯及び論点の整理
0 有識者ヒアリング
O WGの 設置

10月

0 各府省・各法人ヒアリング (wG)
.O 有識者、労働組合ヒアリング
○ 制度・組織の見直しに係る論点を踏まえた検討

11月

O 制度・組織の見直し案の検討

12月
○ 制度・組織の見直し案の取りまとめ
0 行政刷新会議への報告・決定



ワーキンググループの設置について (案 )

平 成 23年 9月 28日  ・
・

行 政 刷 新 会 議

独立行政法人改革に関する分科会

1.独立行政法人改革に関する分科会に、次のとおリワーキンググループ (WG)

を設置する。

(第 lWG)

担当 :内閣府、消費者庁、外務省、財務省、文部科学省、環境省、防衛省

(第 2WG)

担当 :総務省、厚生労働省、経済産業省

(第 3WG)

担当 :農林水産省、国土交通省

2.WGに おいて配布された資料は、原則として、公表する。

3。 WGの議事概要を公表する。
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平成23年 9月 28日 第2回分科会資料

行政刷新会議 独立行政法人改革に関する分科会
ワTキンググループ 構成員

O第 1ワ=キンググル
ープ

(分科会委員)富田 俊基  中央大学法学部教授
(分科会委員)山本 隆司  東京大学法学部教授

稲継 裕昭 .早稲田大学政治経済学術院大学院公共経営研究科教授
太田 康広  慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授
川崎 清隆  弁護士 (弁護士法人御堂筋法律事務所)
城山 英明  東京大学公共政策大学院教授

0第 2ワーキンググループ

(分科会委員)梶川  融  太陽ASG有限責任監査法人総括代表社員
(分科会委員)土居 丈朗  慶応義塾大学経済学部教授          .

永久 寿夫  株式会社PHP総合研究所代表取締役常務
野村 修也  中央大学法科大学院教授
原田  泰  株式会社大和総研顧間

O第 3ヮーキンググループ

(分科会委員)秋池 玲子  株式会社ボストンコンサルティンググループパー トナー
(分科会委員)岡本 義朗  三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティング株式会社主席研究員

岩瀬 大輔  ライフネット生命保険株式会社代表取締役副社長
上山 直樹  弁護士 (ポールヘイスティングス法律事務所)
園田 智昭  慶應義塾大学商学部教授
三井 克哉  東京大学先端科学技術研究センター教授

※構成員の追加があり得る。

.    6



より良き医療のための新しい枠組を目指して 国立病院機構

～民間的枠組で公的使命を果たす～

【基本的な考え方】
・ 国立病院機構が担つている公的役割を堅持 (結核:重症′ぃ身障害

口心神喪失者等医療観察法等のセイフティネット系の医

療、地域医療のセイフテイネット、大災害やバンデミック等の健康危機対応)
・ 全国144病院・職員5万3千人のネットヮークを活かし、診療・臨床研究・教育研修を推進
口現場の医療人の努力を、患者の利益と医療の向上に還元できる民間的枠組ヘ

J

【運営費交付金】

口診療業務にも財政措置を行つて

きている

【利益処分等】       :
口利益処分は、主務大臣が承認

口政府調達に関する協定の対象

(約 1.5～ 5.5月 多く期間を要する)

【人件費管理等】
口独法―律の総人件費削減

ご公務員型による派遣口兼業の制限

:法金異酔の費の高_L二纏臭暮集
施を確保          :

⇒ 新しい枠組

口独立採算を基本とすることの明確化
→ 国の財政措置に依存しない診療体制の確立

※ 臨床研究や教育研修など、国から付託された役割のうち不採算となるものについては、その範囲や額を精査して

国の財政措置

※ 独法発足前の退職給付債務等は、財政措置
→ 責任区分を明確にし、健全な法人運営を確保し、新しい枠組へ円滑な移行

口病院事業の特性を踏まえた利益処分
→ 医療機器や老朽化した建物整備等に投資し、医療現場の士気の向上

・ 政府調達に関する協定の対象から除外
→ 医療機器や医薬品の迅速な調達が可能に

自己収入を原資とする人件費の裁量性向上
→ 独立採算、医療の質の向上のため、医師口看護師をはじめとする医療従事者の確保

脱公務員化
→ 民間との人事交流や事業協力の拡大

口独立行政法人の枠組から離脱じ、新たな国立病院の法人を目指す
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平成23年 11月 15日 第8回分科会資料

独立行政法人改革における法人の事務,事業の特性に応じた類型に係る議機の整理0

独立行政法人の事務 事ヽ業の特性に応じたガバナンスの在り方に関しては、第
2回分科会において示された「制度・組織の見直しを進めていく上での基本的考
え方」に基づき、.第 3回分科会における「独立行政法人制度改革の基本的な論
点」において分類された各法人の特性を踏まえつつ、これまで分F4会等において
検討を重ねてきた。

その結果、法人の組織規律、財政規律、日標・評価、透明性・説明責任等につ
いて、「独立行政法人改革における制度設計の検討骨子 (案)(以下「制度設計
の骨子」という。)において整理したとおり、実施する事務 .事業の内容により
lllすべき規律が異なる場合があることが整理された。

また、10月 ,11月に開催されたヮーキンググループでの各府省・法人ヒアリン
グにおいて、各府省・法人との間で個別の業務に即した制度設計等についての意
見交換がなされ、現場としても、法人の事務・事業の内容に即した制度を検討す
ることの必要性が確認された。

これらを踏まえ、法人の事務・事業の目的、特性、財源等を踏まえて最も適切
なガバナンスを実現するため、制度設計の骨子下整理した新たな法人の基本的な
内容 (性格)を示した上で、それぞれの特性に応じ、以下のように第3回分科会
で整理した法人の事務・事業の内容に応じて法人を分類し、これに即した制度・
組織改革の内容を取りまとめることが適当である。

【法人の事務・事業の内容に応じた分類 (0内は仮称)】
●医療関係の業務を主な事務・事業とする法人 (医療関係法人)

1,新たな法人制度に位置付ける顧入の考えカ

今回の組織・制度改革により、新たな法人制度を構築し、現行の独立行政法人
について、その事務・事業の特性を踏まえ、新たな制度に法人を位置付けるに当
たつての考え方は以下のとおり。

【視点 1】

●新たな法人制度の中に当該法人が整理されうるのか、別の法体系の下に整理
されるのが適当か。

民間において行われている業務と同様の業務を行つている法人や基本的には自
己収入により運営することが可能であると考えられる法人など、会社法や医療法



等、別個の法体系の下でのガバナンスを導入する等により、適切なガバナシスが
確保できるものや、金融関係、資金管理等、その業務の内容を精査した上で、国
民の財産の保護・保全等の観点から、金融ガバナンスを導入することや、国の監
督を特に強化すること等により、その業務の内容に応じた独自のガバナンスを導
入すべき法人等については、今回新たに創設する法人制度の対象とせず、個別の
法律で手当てすべきであると考えられる。

以上の考え方を踏まえ、法人の事務・事業の特性に応じた、個別の対応を整理
すると以下のとおり。(法人の各類型と対応する規律についての詳細は参考資料
1参照)。

事務・事業の特性を踏まえ、実態に即したより効率的かつ効果的な業務運営を
確保する観点から、以下のような法人については、新たな法人制度として位置付
けるのではなく、より適切な別の法体系の下に位置付けることが望ましいとの議
論・指摘がなされているところ。

●医療関係法人等
医ヽ療法のガバナンスを活用し、自己収入の増加に勢めつつ、自律的な業務運
営を図つていくことを基本とすることが適切である。
・その場合、難病対策等、国が責任を持って維持すべき政策医療分野における
適切な対応を確保し、これに必要な国の支援の在り方に留意する。
・相当程度の自己収入があり、国民の生命に直結する業務を実施する法人につ
いては、国の事務と強い関連があることから、主務大臣のガバナンスを強化
しつつ、一定の経営の自律性を確保した適切な法人形態を検討すべきである。
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資料 2

第5回検討会宿題事項



く病院視察報告書関係〉
①せき損医療やじん肺医療と病院経営…………………………… 3
②労働者健康福祉機構におけるせき髄損傷患者数……………・:10

③国立病院機構におけるせき髄損傷患者数………………………12

く厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会関係〉
④「厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会」
報告書に記載されている「 8つの中核的な病院」

〈国立病院・労災病院の連携関係〉
⑤近接7病院の主な診療機能等…………………………………・19
⑥労災病院の医学研究に関する国立病院との連携「・…………・23
⑦国立病院と労災病院の統合メリット・デメリット……………24

〈労災病院関係〉
③労災病院の繰越欠損金等……………………:・ ………………・26
⑨労働関係法人厚生年金基金の資産運用実績……:・ …………・30
⑩労災病院の政策医療として新たに取り組むべき課題・:… …・31
①労災医療に精通した医師の養成……∵………………………・32
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く病院視察報告書関係〉
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北海道中央労災病院せき損センター

せき損医療と病院経営

⇒せき損患者の看護負担

(注)「せき損患者」と「一般患者 (整形外科 )」の看護必要度を比較 (平成21年4月 分実績 )

※「看護必要度」とは、患者の症状に応じ、必要な看護度を点数化したもの。 【別添「看護必要度評価表」:(病院の入院基本料

等に関する施設基準 様式7)参照】

病棟別の比較

脊損病棟 一般整形病棟

患者一人当たりの比較

脊損病棟 一般整形病棟

〔病棟全体〕

〔患者1人当たり〕

一般整形病棟

一般整形病棟

脊損病棟

脊損病棟

484点  (28倍 )
139点  (37倍 )

171点

37点
↓　　　↓



看護必要度評価表 (病院の入院基本料等に関する施設基準 様式7)

| :赳 卓 )

A モニタリング及び処置等 0点 占

¨

占
¨

ウ
‘

i nl傷処置 なし あり

」 h圧 ]判定 0～ 1回 5回以 ト

3 'キ‖尿調lt な し あり

1 呼蝸ケア な し あり

5 点1宙ライン●|'キ お本以 ト ■し あり

1 心電

“

モニクー なし
lrlリ

7 シリンジボンプの使用 なし ||リ

J 喘血ゃnt液製111‐l使用 な し エ リ

市問的な治療・処置
{()li悪11順再却1の慎用、0麻葉注夕1業・・l使用、9  0放 11棘冷″、①免疫折1市141の使用、
働 手Ft剤の使用、● 抗不整脈●4の掟用、
1■ ドレナージの管理)

なし あ り

Aイ尋,点

B 患者′)状況等 0‐l 1点
古

¨

11 1返り I‐きる
IJう 1:う 1'+llli

t:こ
できない

ll 起き 子
=為 =き

な1ヽ

12 1■ ll馘十 できう
iえ i(■ユ|:
でit

できない

lυ `乗
‐
(1う

見守,.
―吉
'■

,lII できない

H ttlj・ i青漂 できる |:ない

li l■1lF J「リテなし ‐部チJカ tクリ,

l卜 夜ll101■ イi llな L 部1り , iJIリサ

B得点

江|  般́病棟用の重症度・看FI必要度II係 ろ評価票の記入にあたってlt、  F一般病‖用 F〕工Ji度・
■護ビ,要度に係る評価票 言I価の手」|き 」に基づき行 うことゃ
Aに ついては、評価 日において実施されたモ‐タリング及び処置等lr合計点故を記載十 うぃ
Bについて li、 言T価 日の壮 1兄 1■基づき判lL「fした点数を合計して記載十る

"

‐‐一般病棟用の重症度・看謹必要直に係るIIヽ1レ

モ‐タリングよび処置4に係ろ得点 lA碍 Jヽ )」 2`点じtL、 かつ患者の壮 l mL等 |[係 ろ得点
i3得点Iが 3■ 以 L:
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北海道中央労災病院せき損センター

せき損患者の看護内容と曜日別の看護必要度

<せき損患者の看護内容>
・3時間ごとの体位変換      ・食事・入浴介助・排便介助
・リハビリテーシヨン送迎      ・ナースコール対応
・精神看護           ・人工呼吸器管理

曜日別の看護必要度 (単位 :点 )(平成21年4月分実績)



北海道中央労災病院せき損センター

せき損患者の看護必要度

麻痺重症度別の看護必要度(平成21年4月分実績合計 )

A        B

※Frankd分類 :損傷部以下の麻痺の程度

A 完全麻痺 運動・知党が完全麻痺

B 運動損失・知覚残存 運動は完全麻痺、知覚は一部残存

C 運動不全 僅かに随意運動機能は残存するが、実用的運動は不能

D 実用的運動機能残存 随意運動機能が残存し、補装具の要否に関わらず歩行可能



北海道中央労災病院せき損センター

せき損患者の診療報酬 (麻痺重症度別)

麻痺重症度別の診療報酬に大きな差はない

0現行の診療報酬体系では、看護負担に応じた収入が得られない

(看護必要度当たりの診療報酬:重度(A)は軽度(D)の 1′6)

区 分 診 療 報 酬 (1月 分 ) 看 餞 必 要 度 (1月 分 ) 看 護 必 要 度 (1点〉当 た りの 診 療 報 酬

完 全 麻 痺                く0 95.621点 332■ ユ 200■ ユ (D01ノ ′6)

運 動 喪 失・ 知 覚 残 存  (B) 102.003■ユ 246「 ユ 419点
(DO'1/4)

運 動 不 全                 (C) 73.340′ ユ 179点 403点

実 用 的 運 動 機 能 残 存  くD〉 77.474■ ミ 65点 1,20点



北海道中央労災病院

じん肺医療と病院経営

入院単価 (1人当たり)の比較 (平成22年度実績)
平均在院日数の比較
(1人当たりx平成22年度実績)

,00日

200日

100日

QO日

じん1納料

【じん肺患者の特性】

・対症療法が多く、手術はまれで手術料や注射投薬が少ない。

・有効的治療法がなく、症状が改善するまで入院が必要であるため、一般医療と比較して在院日数が長い。

・入院基本料は、入院期間に応じて低くなるような診療報酬体系となつているため、じん肺患者の入院料は、

一般医療と比較して低くなる。
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北海道中央労災病院

じん肺医療の収益と費用

診療単価が低い . ⇒
収益(1人 1日 当たり)の比較(平成22年度実績) 費用(1人 1日 当たり)の比較(平成22年度実績)

40珈円

3●動 円

20κκЮ円

lq¨円

0円

40000円

30“Ю円

2q¨円

lq¨円

0円

橙査 処置料等

撻射 投彙料

※その他収入:室料差額収入+その他医業収益(証明文書科等)一

1人 1日 当たり損益の比較(収益―費用):一般医療+1,453円 じん肺 :▲ 1,342円

O収益 :

O費用 :

O損益 :

対症療法が多く、入院基本料も低い(在院日数が長い)ため、診療単価が低い。

診療行為や必要労力が少ないため、給与費 (人件費)、 材料費などの費用が低い。

必要な費用を収益で補うことができず、採算性は一般医療より大幅に悪い。



労働者健康福祉機構におけるせき髄損傷患者数(平成22年度)

施設名
脊髄損傷シェア
③/①

H22'入院
延べ患者数① うち労災患者数

②

H22入院
延べ患者数
(脊髄損傷)③

うち労災患者数

④

うち労災シエア

④/②

道央せき 46.699 15,025 3,804 3217γ 8448γ

道  央 94,817 13,196

91 路 136,202 1015%

青 森 110,982 4,324 282γ 4951,

東 北 158,209 2,235 241%

秋  田 61,302

福  島 112,388 3,989 230% 6490%

鹿  島 85,310

千  葉 130,791 2,961 1614%

東  京 124,334 002γ

関  東 190,!81 1

横  浜 200,051

燕
¨

82,066 074% 1020%

新  渇 102,983 450%

富  山 85,485 4,570

浜  松 91,451 705 077% 000γ

中 部 171,414 4,702 2,632 5598%

旭 76,278 000γ

大  阪 217.861 2,765 069例 2535%

関 西 186,887

神  戸 107,723 !,424

和歌 山 101,548 0

施設名
脊髄損傷シェア
③/①

H22'入院
延べ患者数① うち労災患者数

②

H22'入院
延べ患者数
(脊髄損傷)③

うち労災患者数
④

うち労災シェア
④/②

山 陰 116.455 061' 12501

岡  山 li3,981 0 0 000γ

中  国 133,044

山  口 101,221 1305γ

香  川 132.508

愛 媛 65.329 2.929 8 8

九  州 169,536 5,058 3,029 788 1558%

門司セン 0

長  崎 107,892 688%

熊  本 135,026

病院合計 3,820,360 114.823 51.350 20.367 1.341 17.741

医療リハ 45,039 20,140 4472' 7223%

せき損 521477 21,311 4061' 9832%

小  計 97,516 10,334 41,451 8.553 42.51% 82.77,

合   計 3,925.876 125,157 92.801 23.11

脊髄損傷の患者の労災のシェア④/③
(医療リハ、せき損除く 32病院計)

39.66%

脊髄損傷の患者の労災のシェア④/③
(医療リハ、せき損含む)

31.16%
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労災病院におけるじん肺患者の受入状況 参考

平成21年度 労災病院におけるじん肺新規労災患者受入状況

*1新規労災患者数には、他院からの転医患者を含むため(参考)の新規支給決定者数を超える場合がある。

*2都道府県別新規支給決定者数は、平成22年 12月「業務上疾病の労災補償状況調査結果」
〈厚生労働省労働基準局労災補償部補償課)より

11



施設名
■籠損傷シェア
③́ 0

H22入婉

エベ餞者薇①
うち労災憲者敷
2.

H22入 院
延べ患者敗
(臀籠損III)3

うち労災患者数

じ|

うち労災シェア
④́ ②

北がん 150,550 83 000" 10221

北医療 147.200 10 001" 201'

函館 70,750 0 0001 000,

旭川医療 35,054 173 0 0SIt

帯広 107140 0 O 0

Ｔ
〓

33873 0 169 0

弘前 104.432 261

一戸 50,004 17' 0 000X 000,

青森 98273 365

盛同 0 0001

花答 01.397 0

岩手 76869 0 0

讐石 0 00フヽ

仙台医蒙 210384 2.218 1 ,50 231 1041ヽ

西多賀 152,751 733 37 0001

宮城 111 87rJ 881 44,1%

あきた 110,604 0 190 01,I

山形 94.141 567 664 527 0711 9295ヽ

米沢 64114 700 1141

福島 0

いわき 51.335 0

水戸医薇 1,3,409 169 ‐011

国立病院機構における脊髄損傷患者数(平成22年度)

施設名
■髄損傷シェア
0/①

H22入院
エベ晟着数① うち労災

患者数
●

H2'入院
エベ患者数
1■薇損傷)0

うち労災患者数
うち労災シェア
0´②

霞ヶ浦医療 47,900 0 0

茨城東 103166 0 000"

栃木 105778 ( 000'

字都宮 114.406

高崎弯合 130015 1031 91

沼ロ 40,66' 2 0 O OO, 000ヽ

西群馬 110.600 2,7 012, 000"

西崎エ 85,489 0 000ヽ

崎エ 1lo,680 O

東埼玉 114211

千葉医療 100.574 15 0011

千葉東 120.046 O 0001

下総 108.400 0 0 0

下志津 128128 154 0 0

東京医療 1 956 0371

災害医療 151104 237,0 6 0001 0011

東京 102.697 0 000ヽ

村山医療 86.110 2900 25564 7730,

横浜医療 157,063 1, 001ヽ

久塁浜 2 0 0001 000ヽ

箱根 2210

IB模原 129987 015,

12



国立病院機構における脊髄損傷患者数(平成22年度)

施設名
■壼螢傷シエア

0/0
H22入 院
延べ凰者菫0 うち労災患者数

●

■22入院
延べ意岩数

(青饉損4)|ン

うち労災忠者欺

0

うち労災シェア

0´②

神奈川 0925, 291 0

西新潟 133,767 19 0011 70'ヽ

新潟 :10860 1 0

さいがた 04729 100 0 0001

甲府 30439 419 0

東長野 15 0

まつもと医療 143.516 1004 O

信州上国医療 80,596 502 12

小諸 102362 0 0

富山 106017 862 391 03'メ

北陸 81 405 0 0

金沢医療 197715 854 0941

Eエ 104031 0 0

t尾 70767 0

石川 09.760 012 572,

長良 140130 0001

静岡てん 128201 0

静日富士 35,683 192 0 0001

天竜 101381 400 000X

静岡医療 104942 043 0

名古屋
=療

2116 0 000X

東名古屋 138914 302 0 0001 0001

施設名
書餞授
`シ

ェア

O´Э
H22入 院
延べ患者数① うち労災思者数0

H22入院
延べ患著数

(脊髄損傷)③

うち労災患着数

0

うち労

"シ

ェア

④′②

東尾張 ,070, 0 0 000ヽ

宣橋医療
`23543

1 0 014"

三, ,9 1 070 245 212" 57921

鈴鹿 9'22` 0 0 000"

二重中央 109 120 1 296 024ヽ 310ヽ

綺原 70321 O 000ヽ

福丼 100.948 0 000ヽ

あわら 0 0001

崚賃 0 0001 000"

紫香楽 59098 0 000X 000ヽ

京都医療 1,4,223 2197 024"

字多野 113729 777 0 0 000ヽ 0001

舞●医療 111 794 0 000“

南京都 104 15, 001"

大阪医療 210865 1490 81

近餞中央 11611 2913 0 0001

刀根 ll 160396 0 000ヽ

大阪南 140153 0 000“ 000,

神戸医贅 ,0,703 0001

姫路E' 135037 84 1 1 191

■野原 65393 0 0 0001

兵庫中央 1527741 0 000'
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国立病院機構における脊髄損傷患者数(平成22年度)

施設名
キ髄損傷シェア
0´Э

H22'入院

延べ壼者餞①
うち労災患者数
②

H22'入院

延べ意者獣

(青髄損傷)0
うち労災患者数
0

うち労■シェア
0/②

奈良 95.005 048ヽ

やまと精神 81.447 0 0 000'

南和歌山 105,213 030"

和歌山 100,723 0

鳥取医療 155912 0 0001

来子医療 76501 0 0

松江 106442 0 0001

浜口医療 123875 1 199 0081

岡山医療 186130 1408 01,"

南口山 121447 0 000"

呉医菫 220019 2616 52 003X 1991

福山医療 112,362 1216 000"

広島西 141.280 1567 1 293

東広島 119,950 0 001ヽ 000,

賀茂 195535 0

関P,医猥 122974 1 747 0 000,

山口学部 125000 2466 020χ

岩回医療 162,004 1 897 040X 0001

柳井 95.470 1 141 1201 100001

東修島 87'86 4 0 0001

籠島 94`090 0 1 460 1 541

高松 60`142 1201 0001

H22入院
延、意者餞①

書饉損●シェア
0/0

H22入院

lIべ患者数

(昔髄損悔,0

,194,9
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国立病院機構における脊髄損傷患者数(平成22年度)

歯設名

"労
箕息■■
②

螂̈̈ "労
贅患者欧
④

人分 358

用府 1,704

薔用庸

宮崎東

椰城

宙峙

臓児島

旧宿 10

廂九州

沖■ 343

嶽 0

合  ll 53,110 4.04'

書■損
"の

自者の労■のシエア④′0 |:751

15



〈厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理含理イヒ委員会関係〉

④ 「厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会」

報告書に記載されている「8つの中核的な病院」…………・17

16



「厚生労働省独立行政法人・公益法人整理合理化委員会」

報告書に記載されている「8つの中核的な病院」

１

２

３

４

５

６

７

８

近畿中央胸部疾患センター

相模原病院

千葉東病院

京都医療センター

東京医療センター

村山医療センター

名古屋医療センター

長崎医療センター

呼吸器疾患(結核を含む)

免疫異常

腎疾患

内分泌・代謝性疾患

感覚器疾患

骨・運動器疾患

血液口造血器疾患

肝疾患

17



〈国立病院・労災病院の連携関係〉

⑤ 近接7病院の主な診療機能等………・…。…………19

⑥ 労災病院の医学研究に関する国立病院との連携… 23

⑦ 国立病院と労災病院の統合メリット・デメリット・。24
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近接7病院の主な診療機能等







(注)日立病院の病床数は平成23年4月 1日現在、職員数は平成23年3月 1日現在

労災病院の病床数(承認数)・職員数は平成23年4月 1日現在

′^Ｚ^



労災病院の医学研究に関する国立病院との連携

1 現在の連携について

労災疾病等 13分野医学研究テーマについて、労働者健康福祉機構をフィールドとして主任研究者が研究を推進

国立病院機構所属の研究者は共同研究者として研究に参画して、主任研究者に対し、症例の提供等を行つている

(アスベスト分野のみ実績あり。)

○

○

2 将来の連携について

○ 労災疾病等13分野医学研究テーマについて、労働者健康福祉機構及び国立病院機構をフィールドとして主

任研究者が大規模医学研究を推進

○ 労働者健康福祉機構及び国立病院機構所属の研究者は共同研究者として研究に参画して、国立病院機構の

ウェブベースの症例登録システムを利用して、主任研究者に対し、症例の提供等を実施

臨床研究デザイン

入力画面設計支援

データクリーニン
グ

一一
∪
¨

Ｉ
瞭
一

23



国立病院と労災病院の統合メリットロデメリット

ll、 ヽ

・統合による本部管理部門のスリム化が可能。

・病院間の診療連携がよリスムーズ。

・臨床例、職歴調査等のデータ量を増加させることにより、疾病研究に有益に

活用。

・国立病院職員と労災病院職員の給与等が異なる(黒字の国立病院の方が

赤字の労災病院よりも給与が安い)。 厚生年金と共済年金の違いも有り、労

働条件などの統一化に向けた労使間の調整に時間を要し、直ちに解決でき

ない。

"両法人の目標と到達状況が異なっている中で、統合により、国立病院の黒

字が労災病院の赤字病院を消すことのモラルハザード.

24



〈労災病院関係〉

③ 労災病院の繰越欠損金等…………………………………………26

⑨ 労働関係法人厚生年金基金の資産運用実績…………30

⑩ 労災病院の政策EII療として新たに取り組むべき課題………31

①労災医療に精通した医師の養成・…………………・32



。独法移行に伴う資産の再減価償却

【▲140億円(16～ 18年度)】

・廃止病院の欠損【▲71億円06～ 19年度)】

〔霧島、岩手、筑豊、珪肺、大牟田の各

"災

病院 〕

・厚年基金運用 【▲56億円(H16～ 22年度)】

Pフ
フライム眸ンに破綻等によ

皇髭霊

▲1釜
霜属〕

臨時・特殊な要因による費用 267億円

通常の運営費用

「全

:寝
黎用J■担当

｀
｀
ヽ
ヽ
ヽ  、  、  ヽ

1事業費、人件費、減価償却費等の費用 通常の運営収益

1 ・病床利用率の管理による患者数の確保
・有料室の効率的運用
後発医薬品の使用拡大

、`・コンサルタント導入等のlT経費効率化

:‐■■■｀ヽラ●:、誅γ■聯 晰汗■継 鰤 暉 鳳 薇 綽 轟 黎 嘔 轍 輛 鶴 輌 =i

:■ず |■ ■Ft員瑯ギ==J■
…

栞 IEI=苺
・
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帥「
　
２。
０
〓２。　
　６̈。
-100

-140

損欠

16年度 17年度 18年度 19年度 21年度 22年度

▲ 15       ▲ 4

▲ 36        ▲ 50       ▲ 35

▲ 36        ▲ 24       ▲ 24
▲ 25       A 25

14

▲ 243       A 291        A 334       A 384       A 371

※計数はそれぞれ四檜工入によっているので、端数においては合llと―致していなtヽものがある。  2フ

独法移行後204E円の改善
(15年度 ▲191億円   22年度 +13億円)

※■ :サフリうイムローンによる影響額

2期中期目標期間 (～ H25)

― =廃上病院の欠損

サラフライムローン政腱等による退職綸付費用の増

発 19年度
▲ 170億円

生 20年度 ▲ 177億円
額 21年度   9フ億円

▲ 26 ▲ 26

(単位 :億円)

▲ 4

積 A 128 ▲ 201



(単位 :億円)

①

②
入
出

収

支

2,491

2,463

28

2,547

2,522

25

2,491

2,465

26

2,529

2,525

4

2,524

2,497

27

2,600

2,567

33

2,703

2,644

59

59億円

22(年度)

収 支①―②
(億円)
60

(単位 :億円)

1106



(億円)

250

200

150

100

50

0

■施設整備費補助金
菫
殴
菫
薔
費
補
助
奎

機
器

　

建
物

一
細
　「‐

投資的経費総額にR)

【医 業 収 入 に 対 す る 減 価 償 却 費 の 割 合 】 x労災●腱、ロユ輌
"は
■●■■■より「

"輌
●コ■7E彙収薔Jとして積,。 ―●

"腱
ltr●腱饉書管理拍

“

メEa■姜屁口奎)の欧菫

労災病院

国立病院

=般病院{医療法人)

94%

8.1%

40%

98%

8.4%

39%

7.7%

67%

3.7%

7.1%

61%

3.5%

6.7%

58%

39%

6.6%

5.8%

4.2%

6.協 (▲ 301%)

6.1%(▲ 251%)

29



労働関係法人厚生年金基金の資産運用実績

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

運用利回り 18.33% 4.15% -10.85% …19.530/O 20.61% -1.37%

運用資産額 (億円) 1′485 1′ 569 1′409 1′ 135 1′371 1′348

運
用
利
回
リ

運
用
資
産
領
＾
億
円
）

*運用利回りについては運用報翻控除前の数値であること

*「外国債券等jについては国内株式、外国株式、外国債券の3●産の運用利回りを年度末の時ヽ資産績で加菫して算出眈 こと

1300

1.6∞

1,400

1,200

l ρ00

800

600

400

200

0

50%

40%

30%

20%

10%

0%

-10%

-20%

-30%

-40%

運用資産額

〈億円)

…

用利回リ

リーマンシヨツク等により

▲19 50%

サ坊 イムローン問題等

により▲1085%

18年度 20年度 21年度
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労災病院の政策医療として新たに取り組むべき課題

1 労災補償行政上、特に重要な研究分野を強化

0 メンタルヘルス                                   、

O過 労死
O治 療と就労の両立支援 (職場復帰を含む)
○ せき損

Oじ ん肺
○ アスベスト関連疾患

など、労災補償行政上、特に重要な分野については、行政からの要請を受け、具体的な研究テーマについては、

機構が中期計画に示した上で承認を得て決定。

2 労災疾病研究の中核的センターの設置と、そのネットワークの構築

各研究テーマ毎に、指定した主任研究者がいる労災病院に中核的な労災疾病研究センターを設置

各分野の診療実績、患者数、専門医等スタッフ配置状況等を勘案して適正なネットワークを構築。

他の公的病院を含めた労災指定医療機関もネットワークの中に位置付け、症例収集・情報交換等の連携を強化。

各方災疾病研究センタ=が主体
となって、研究担当スタッフの確保、育成等を組織的|=肇り組む     _ _

○

○

○

○

3 病職歴データベースの活用

○ 機構本部の病職歴調査研究部門を強化し、労災疾病研究の基礎情報としての一層の活用に加え、内外で実施    |
する疫学研究へのデータの提供により、データベースのさらなる活用を強化。                   |

31



労災医療に精通した医師の養成(1)

◆ アスベスト関連疾患技術研修 (対外部医師)

【主な研修内容】                   【主な実習内容】

◇ 基礎研修 (講義)                ◇ 専門研修

・ アスベスト関連疾患の診断と臨床           ・ アスベスト関連疾患の胸部画像の読影
・ アスベスト関連疾患の労災補償制度         ・ アスベスト小体計測
・ 職場におけるアスベストばく露の形態と具体例     ・ 中皮腫パネルの開催

開 催 回 数

(基礎・技術含 )

参 加 人

(延べ数 )

数

18年度 18 回 782 人

19年度 23 回 1,019 人

20年度 29 回 1,264 人

21年度 20 回 705 人

22年度 21回 687 人
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労災医療に精通した医師の養成 (2)

◆ じん肺診断技術研修 (対外部医師)

【主な研修内容】

◇ 講義科目

・「粉じん障害防止規則」等の法制度やじん肺健康

診断の流れ、健康管理手帳制度

・ じん肺に係る労災補償制度、労災認定の流れ等

・ じん肺病変の進展に伴って発症する合併症

(肺結核、続発性気管支炎等)の特徴

【主な実習内容】

◇ 専門研修

・ じん肺エックス線写真の読影
様々なじん肺症例のエックス線写真(15例程度)
を読影し、陰影区分、管理区分の回答

・ じん肺エックス線写真の読影結果の評価
各医師が読影した結果について、参加者全員で

評価を実施し、その後結果講評と解説

参 加 人 数

可9年度 38 人

20年度 48人

21年度 35 人

22年度 24人
※ 年 1回の開催
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労災医療に精通した医師の養成 (3)

①

②

③

◆ 総合せき損センターでの取組

総合せき損センターにおいて、せき損医療に関する医師の養成を目的に以下の取組を実施。

脊椎外科医を対象に毎年1回セミナーを開催。

日本脊椎脊髄病学会における指導医養成施設としてクリニカルフェロー※の受入を実施。

日本各地から最短3日から最長1か月の短期研修の受入を実施。

「

~~~~‐ ‐‐‐‐――――――‐――――――――――^‐ ‐‐‐――――――――――――‐――――――――――‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐―‐‐――――――――――――――――――――――――――――――――――‐―――――‐―――――,

|※クリニカル・フエロー申請基準

① 日本整形外科学会専門医であること

② 所属大学医学部整形外科講座の主任教授、または、研修病院での責任ある指導医の推薦
状を有すること

③ 制度の目的目標に照らし合わせ、脊椎脊髄病の診療において将来に亘り積極的な貢献を
|   なす意志を明確に示すことができる者

セミナー参加者 クリニカルフエロー受入 短期研修の受入

18年度 39 人 1人 2人

19年度 56 人 0人 1人

20年度 53 人 1人 1人

2¬ 年度 33 人 0人 2人

22年度 54 人 1人 1人
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労災医療に精通した医師の養成(4)

◆ 全国労災病院臨床研修医指導医講習会(機構本部主催)

機構本部では、臨床研修医を指導する労災病院の中堅医師を対象に、労災医療 (勤労者医療)の

講義を毎年取り入れている。

【講義概要】

「勤労者医療」の概念論と今後の勤労者医療を推進するうえでの重点課題を講義

(平成21年度)「労災疾病等13分野医学研究」の第2期スタートにあたり、今後の13分野研究の進む方向
第4回・5回  性と「治療と職業生活の両立支援」の問題点や取り組むべき課題等について講義。

(平成22年度)「労災疾病等13分野医学研究」における重点分野である「両立支援」、「メンタルヘルス」分
第6回・7回  野の進捗状況と今後の展開を中心に講義。

19年度 20年 度 21年 度 22年 度 23年度

第 1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回※

各回受講者実数 30人 36人 41人 40人 38人 37人 45人 36人 45人
(予定 )

年度合計受講者実数 30人 76 人 78 人 82人 81人

※第9回は平成24年 1月 13日 ～15日 に開催予定。
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労災医療に精通した医師の養成 (5)

初期臨床研修医を対象とした研修の中で、労災医療 (勤労者医療)の講義を毎年取り入れ、知識と

技術の伝承を図つている。

【講義概要】

「勤労者医療」について、第2期中期目標で取り組む重点課題等を講義

(平成21年度)「労災疾病等13分野医学研究」の第2期スタートにあたり、今後の13分野研究の進む方向

性と新規に立ち上げた「治療と職業生活の両立支援」分野について、その研究内容等を講

義。

(平成22年度)「労働者健康福祉機構が進めるメンタルヘルス対策と両立支援事業」と題して、勤労者のメン

タルヘルス不調対策と治療と職業生活の両立支援を中心に講義。

19年 度 20年 度 21年度 22年度 23年度

第 1回 第2回 第3回 第4回 第 5回 第6回 第7回※

受講者 2年次 受講者 2年次 受講者 2年次 受講者 1年次 受講者 1年次 受講者 1年次 受講者 1年次

各回受講者実数 55 人 24 人 34 人 30 人 45 人 55 人
58 人
(予定 )

年度合計受講者実数 79 人 64 人  ' 45人 55 人 58 人

※第7回は平成24年 1月 18日 ～19日 に開催予定。
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これまでの議論を踏まえた検討すべき事項

○ 政策医療を提供する病院、公的な病院としての存在意義についてどう考えるか。

政策医療を提供する病院としての存在意義として、国の政策目標の下、結核、

重症l出身障害、筋ジストロフィー及び石綿関連疾患など、採算面から民間病院で

は必ずしも提供されないおそれのある医療の提供等が挙げられるのではないか。
/AN的な病院としての存在意義として、民間病院では困難なこともある医師の養

成、救急医療の提供、臨床研究を含めた治験などが挙げられるのではないか。

7般医療を提供する病院としての存在意義についてどう考えるか。
政策医療だけでなく、一般医療の提供、地域医療への貢献などについても、自

治体病院等への影響も勘案しつつ、力を入れる必要があるのではないか。

政策医療を行うに当たっての国立病院、労災病院の役害」についてどう考えるか。
政策医療そのものの提供に加え、臨床データを活用した調査研究に基づく政策

医療に係る診療指針等 (モデル予防法やモデル医療技術の開発、全国斉一的な労

災認定の審査方法の確立等)を民間病院等に対して発信することなどが挙げられ
るのではないか。

国立病院、労災病院それぞれの個日」病院の特徴を発信していくべきではないか。

国立病院、労災病院が近接する場合等において、効率的に医療を受けられるよ

う、相互の特徴的な機能について患者が情報を得られる仕組みがあると良いので

はないか。                                1
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これまでの議論を踏まえた検討すべき事項 (続き)

○

○

今後の方向性について

長期的には統合もあり得るが、それまでには個別に抱える経営課題の解決や

両法人の労働条件の統一イヒ等いくつものステップが必要であり、現時点では両病

院間の連携をいかに強めるかを議論すべきではないか。

政策医療の在り方について

政策医療の定義、範囲についてどう考えるか。 (救急医療、メンタルヘルス等

を含め、幅広く捉える必要があるのではないか。)

政策医療と一般医療の関係についてどう者えるか。 (政策医療に係る質の維

持 。向上のため、また、政策医療に係る赤字補填のためにも一般医療は重要ではな

いえ)。  )
一般医療で政策医療の赤字を補填するという構造をどう考えるか。 (政策医療

は政策医療で成り立つよう国からの補助があつて然るべきではないか。)

連携の在り方について

メリットがあると考えられる部分 (診療情報の収集
。共有、共同研究、IT関係

のネット共有、医療機器等の共同購入など)について連携を進めてはどうか。
他機関 (産業医科大学など)との連携についてどう考えるか。
国立病院、労災病院間での人事交流についてどう考えるか。

疾病に応じてお互いに患者を紹介する等の連携を進めてはどうか。
2
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